事　業　概　況　（１０月分結果の概要）
 保　険　給　付
	  平成23年度労災保険業務機械処理の平成23年10月末現在における保険給付支払総額は464,440,968千円で、前年同期に比べて0.3％増となっている。


保険給付支払総額の給付種類別の状況
  保険給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、年金等給付が255,780,058千円で、55.1％と最も大きく、次いで療養補償給付が119,195,049千円で25.7％を占めている。以下、休業補償給付が12.7％、障害補償一時金が3.8％、遺族補償一時金が1.3％、介護補償給付が0.9％、葬祭料が0.5％、二次健康診断等給付が0.1％を占めている。
  保険給付支払総額を給付種類別に前年同期と比べてみると、葬祭料が68.0％増、遺族補償一時金が60.4％増、二次健康診断等給付が6.5％増、療養補償給付が3.0％増となっているのに対し、障害補償一時金が5.0％減、介護補償給付が2.8％減、休業補償給付が1.6％減、年金等給付が1.3％減となっている。（第１表）
[image: image1.emf]　　　　　区　分 平成22年度22年10月末 平成23年度23年10月末

対前年同 対前年同

 保険給付 期増減率 期増減率

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

合 計

463,180,596 100.0 △ 1.2 464,440,968 100.0 0.3

療 養 補 償 給 付

115,730,927 25.0 2.6 119,195,049 25.7 3.0

休 業 補 償 給 付

60,028,150 13.0 △ 4.0 59,051,898 12.7 △ 1.6

障害補償一時金

18,814,260 4.1 △ 9.6 17,867,263 3.8 △ 5.0

遺族補償一時金

3,640,969 0.8 △ 17.5 5,839,000 1.3 60.4

葬 祭 料

1,300,145 0.3 △ 1.9 2,183,938 0.5 68.0

介 護 補 償 給 付

4,221,961 0.9 △ 0.5 4,105,421 0.9 △ 2.8

年 金 等 給 付

259,051,432 55.9 △ 1.2 255,780,058 55.1 △ 1.3

二次健康診断等給付

392,752 0.1 2.4 418,341 0.1 6.5

第１表 給付種類別保険給付支払状況

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比


(注1) 本表は、機械処理データの金額である。

(注2) 本表の数値は、金額は百円単位、比率は小数第2位で四捨五入を行っている。

保険給付支払総額の業種別の状況
  保険給付支払総額を業種別に構成比でみると、「建設事業」が142,059,021千円で30.6％、「製造業」が120,387,402千円で25.9％、「その他の事業」が113,666,307千円で24.5％となっている。以下、「運輸業」が10.3％、「鉱業」が5.5％、「林業」が2.3％、「漁業」が0.4％、「船舶所有者の事業」が0.3％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が0.2％となっている。
  保険給付支払総額を業種別に前年同期と比べてみると、「船舶所有者の事業」が60.7％増、「その他の事業」が3.9％増、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が3.0％増、「運輸業」が2.2％増となっているのに対し、「漁業」が±0％、「鉱業」が5.3％減、「林業」が3.6％減、「建設事業」が1.6％減、「製造業」が0.3％減となっている。（第２表）
[image: image2.emf]　　　　　区　分 平成22年度22年10月末 平成23年度23年10月末

対前年同 対前年同

　　業　種 期増減率 期増減率

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

全　 　業 　　種

463,180,596 100.0 △ 1.2 464,440,968 100.0 0.3

林　　  　　　業

11,253,159 2.4 △ 2.7 10,848,463 2.3 △ 3.6

漁　　　  　　業

1,668,932 0.4 △ 5.9 1,668,951 0.4 0.0

鉱　　　  　　業

27,125,717 5.9 △ 5.1 25,684,738 5.5 △ 5.3

建　 設　 事

　 

業

144,430,815 31.2 △ 2.1 142,059,021 30.6 △ 1.6

製　 　造　 　業

120,729,322 26.1 △ 2.9 120,387,402 25.9 △ 0.3

運　 　輸　 　業

46,772,214 10.1 △ 1.1 47,783,644 10.3 2.2

電気、ガス、水道

又は熱供給の事業

1,002,219 0.2 △ 1.4 1,032,593 0.2 3.0

そ の 他 の 事業

109,383,030 23.6 2.6 113,666,307 24.5 3.9

船舶所有者の事業

815,186 0.2 － 1,309,848 0.3 60.7

第２表 業種別保険 給付 支払 状況

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比


(注1) 本表は、機械処理データの金額である。

(注2) 本表の数値は、金額は百円単位、比率は小数第2位で四捨五入を行っている。
(注3) 平成22年1月1日より、船員保険制度の一部が労災保険制度へ統合されたことから、業種に「船舶所有者の事業」を加えた。
年金等給付支払総額の業種別の状況
  年金等給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、遺族補償年金が133,002,503千円で52.0％と最も大きく、次いで障害補償年金が96,727,969千円で37.8％、傷病補償年金が26,049,586千円で10.2％を占めている。
  年金等給付支払総額を業種別に構成比でみると、「建設事業」が86,603,473千円で33.9％、「製造業」が73,830,782千円で28.9％、「その他の事業」が43,537,253千円で17.0％となっている。以下、「運輸業」が10.2％、「鉱業」が7.1％、「林業」が2.1％、「漁業」が0.5％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が0.3％、「船舶所有者の事業」が0.0％となっている。（第３表）
[image: image3.emf]平成23年度　23年10月末現在

　　　　 区　分 障 害 補 償 遺 族 補 償 傷 病 補 償 合      計

 業　種 年       金 年       金 年       金 （年金等給付）

千円 千円 千円 千円 ％

全　 　業 　　種

96,727,969 133,002,503 26,049,586 255,780,058 100.0

林　　  　　　業

1,608,692 3,468,300 260,406 5,337,398 2.1

漁　　　  　　業

293,635 906,248 47,854 1,247,737 0.5

鉱　　　  　　業

1,748,196 11,127,851 5,399,489 18,275,536 7.1

建　 設　 事

　 

業

28,727,074 47,788,569 10,087,830 86,603,473 33.9

製　 　造　 　業

37,552,859 31,291,454 4,986,470 73,830,782 28.9

運　 　輸　 　業

9,569,054 14,989,031 1,579,347 26,137,431 10.2

電気、ガス、水道

又は熱供給の事業

177,908 493,468 40,374 711,749 0.3

そ の 他 の 事業

17,042,738 22,846,698 3,647,817 43,537,253 17.0

船舶所有者の事業

7,816 90,882 0 98,698 0.0

構　成　比

37.8% 52.0% 10.2% 100.0% －

第 ３ 表 業 種 別 年 金 等 給 付 支 払 状 況

構成比


(注1) 「傷病補償年金」は、傷病補償年金受給者に係る療養の給付及び療養の費用を含む。

(注2) 本表は、機械処理データの金額である。

(注3) 本表の数値は、金額は百円単位、比率は小数第2位で四捨五入を行っている。
(注4) 平成22年1月1日より、船員保険制度の一部が労災保険制度へ統合されたことから、業種に「船舶所有者の事業」を加えた。
保　険　料
  平成23年度労災保険業務機械処理の平成23年10月末現在における保険料徴収決定済額は831,705,768千円で、前年同期に比べて4.7％増となっている。保険料収納済額は368,128,472千円で、前年同期に比べて9.0％増となっている。また、収納率についてみると44.3％となっており、前年同期に比べて1.8ポイント上回っている。
  保険料徴収決定済額を業種別に構成比でみると、「その他の事業」が380,443,418千円で45.7％と最も大きく、次いで、「製造業」が181,248,508千円で21.8％、「建設事業」が156,465,857千円で18.8％を占めている。以下、「運輸業」が10.1％、「船舶所有者の事業」が1.8％、「林業」が0.7％、「鉱業」及び「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が0.4％、「漁業」が0.3％となっている。（第４表）
[image: image4.emf]区　分

平成22年度 平成23年度 平成22年度 平成23年度

平成22年度平成23年度

業　種

22年10月末 23年10月末 22年10月末 23年10月末

22年10月末 23年10月末

千円 千円 ％ ％ 千円 千円 ％ ％ ％ ％

全　 　業 　　種

794,577,770 831,705,768 100.0 4.7 337,887,208 368,128,472 100.0 9.0 42.5 44.3

林　　  　　　業

6,267,191 5,979,606 0.7 △ 4.6 3,049,458 2,796,565 0.8 △ 8.3 48.7 46.8

漁　　　  　　業

2,150,700 2,120,163 0.3 △ 1.4 835,814 835,230 0.2 △ 0.1 38.9 39.4

鉱　　　  　　業

3,572,446 3,486,769 0.4 △ 2.4 1,190,618 1,260,383 0.3 5.9 33.3 36.1

建　 設　 事

　 

業

157,915,262 156,465,857 18.8 △ 0.9 71,474,160 73,253,946 19.9 2.5 45.3 46.8

製　 　造　 　業

160,207,502 181,248,508 21.8 13.1 58,679,024 76,098,410 20.7 29.7 36.6 42.0

運　 　輸　 　業

79,466,546 83,621,567 10.1 5.2 33,229,184 30,583,923 8.3 △ 8.0 41.8 36.6

電気、ガス、水道

又は熱供給の事業

3,022,725

3,097,262 0.4 2.5

1,134,442

1,194,735 0.3 5.3

37.5

38.6

そ の 他 の 事業

367,085,977 380,443,418 45.7 3.6 161,931,655 175,187,614 47.6 8.2 44.1 46.0

船舶所有者の事業 14,889,420

15,242,617 1.8 2.4

6,362,853

6,917,666 1.9 8.7 42.7 45.4

第 ４ 表 業 種 別 保 険 料 徴 収 状 況

保 険 料 徴 収 決 定 済 額 保 険 料 収 納 済 額 収　納　率

構 成 比

対 前 年

同 期

増 減 率

構 成 比

対 前 年

同 期

増 減 率

 (注1) 本表は、機械処理データの金額である。

(注2) 本表の数値は、金額は百円単位、比率は小数第2位で四捨五入を行っている。
(注3) 平成22年1月1日より、船員保険制度の一部が労災保険制度へ統合されたことから、業種に「船舶所有者の事業」を加えた。
